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貸　借　対　照　表
（2023年3月31日現在）

(単位：百万円)

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流　　動　　資　　産 51,293 流　　動　　負　　債 47,140 
8,621 582 
5,946 12,921 
6,069 27,786 

24,471 1,050 
438 1,095 

2,690 1 
798 999 
203 331 
734 717 
250 181 

1,259 354 
△189 65 

949 
37 
66 

固　　定　　資　　産 17,063 固　　定　　負　　債 5,282 
有形固定資産 11,623 3,794 

4,936 450 
78 5 

107 97 
6,381 5 

120 913 
無形固定資産 133 15 

114 負　　　債　　　合　　　計 52,423 

19 純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部

投資その他の資産 5,306 
2,184 株　　主　　資　　本 14,919 

375 資　 　本 　　金 850 
79 資 本 剰 余 金 449 

1,690 294 
65 155 
3 利 益 剰 余 金 13,619 

728 130 
228 13,489 

△49 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 288 
別 途 積 立 金 2,300 
繰 越 利 益 剰 余 金 10,901 

評価・換算差額等 1,014 
1,014 

△0 
純　 資　 産　 合　 計 15,933 

資　　　産　　　合　　　計 68,356 負 債 及 び 純 資 産 合 計 68,356 

（純　資　産　の　部）

出 資 金
長 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等 そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他

そ の 他

関 係 会 社 株 式

預 り 保 証 金

資 本 準 備 金

そ の 他
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金そ の 他

その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金
そ の 他 の 引 当 金
そ の 他

長 期 借 入 金

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金
工 具 器 具 及 び 備 品 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

建 物 繰 延 税 金 負 債

土 地

1年内回収予定長期貸付金 未 払 消 費 税 等
そ の 他 前 受 金
貸 倒 引 当 金 預 り 金

未 成 工 事 支 出 金 未 払 金
前 払 費 用 未 払 費 用
未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

売 掛 金 短 期 借 入 金
契 約 資 産
商 品

１年内返済予定長期借入金
リ ー ス 債 務

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形
受 取 手 形 電 子 記 録 債 務
電 子 記 録 債 権 買 掛 金
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損　益　計　算　書
（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

(単位：百万円)

科　　　　　　目 金 額

154,752 
137,222 
17,529 
14,518 
3,010 

129 
333 
410 873 

20 
3 24 

3,859 

0 
46 
58 105 

16 
11 
1 

57 
7 
7 101 

3,863 
1,160 
△96 1,064 

2,799 当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他

資 産 除 去 債 務 戻 入 益

固 定 資 産 除 却 損
固 定 資 産 売 却 損

そ の 他

法人税、住民税及び事業税

減 損 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損

国 庫 補 助 金
固 定 資 産 売 却 益

会 員 権 評 価 損

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

支 払 利 息

そ の 他

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
仕 入 割 引
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株主資本等変動計算書 

   

(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 
(単位：百万円) 

 

 
 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 
 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

 
資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 

固定資産 
圧縮 
積立金 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 850 294 155 449 130 256 1 2,300 8,826 11,514 12,814 

当 期 変 動 額            

剰 余 金 の 配 当         △694 △694 △694 

当 期 純 利 益         2,799 2,799 2,799 

固定資産圧縮積立金の
積 立 

     31   △31   

固定資産圧縮積立金の
取 崩 

     △0   0   

特別償却準備金の取崩       △1  1   

株主資本以外の項目の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

           

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - 31 △1 - 1,292 2,105 2,105 

当 期 末 残 高 850 294 155 449 130 288 - 2,300 10,901 13,619 14,919 

    
 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 908 △0 907 13,722 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △694 

当 期 純 利 益    2,799 

固定資産圧縮積立金の
積 立 

    

固定資産圧縮積立金の
取 崩 

    

特別償却準備金の取崩     

株主資本以外の項目の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

106 0 106 106 

当 期 変 動 額 合 計 106 0 106 2,211 

当 期 末 残 高 1,014 △0 1,014 15,933 
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個別注記表 
1. 重要な会計方針に係る注記 
 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券   

 市場価格のない 

 株式等以外のも  

 の 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出) 

 市場価格のない

株式等 

 移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブの評価基準 

  時価法 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の目的で保有する棚卸資産 

 評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

 商品  移動平均法 

 未成工事支出金  個別法 

 (4) 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 

(リース資産を除く) 

 定率法 

但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   ３～50年 

無 形 固 定 資 産 

(リース資産を除く) 

 定額法 

なお、主な償却年数は以下のとおりであります。 

自社利用ソフトウェア 社内における利用可能期間（５年） 

リ ー ス 資 産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 (5) 引当金の計上方法 

貸 倒 引 当 金  債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計上しておりま

す。 

役員賞与引当金  役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合う分を

計上しております。 

退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の処理方法 

  数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

役 員 退 職 慰 労 

引 当 金 

 

 

 

 

役員及び執行役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

  

 (6) 重要な収益及び費用の計上基準 

商品の販売 

商品、製品の販売については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。ただし、商品等の販売の一部については、商品等が

出荷され顧客に移転する期間が通常の期間である場合に、商品等の出荷時点で収益を認識しております。なお、商

品等の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品等と交換に受

け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 
工事契約 

当社では、工事契約の一部において、長期の契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわた

り履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義

務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収する

ことが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわ

たり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しております。また、契約における取引開始日か

ら完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用

し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 
 
 (7) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ取引に係る損益の認識については繰延ヘッジ処理によっております。 



 

- 5 - 
 

 (8) のれんの償却方法及び償却期間 

     ５年間で均等償却しております。 

 

 

 

2. 貸借対照表に関する注記 
(1) 有形固定資産の減価償却累計額     

  2,281百万円 

 (2) 関係会社に対する金銭債権債務 

 

 

短期金銭債権 

長期金銭債権 

893百万円 

1,690百万円 

 短期金銭債務 1,104百万円 

 (3) 担保資産及び担保付債務 

 投資有価証券 79百万円 

 買掛金 736百万円 

 

(4) 偶発債務 

イシモク・エモリ㈱に対する 

債務保証額 

7百万円 

 

3. 損益計算書に関する注記 
 (1) 関係会社との取引高 

営業取引高 売上高 1,428百万円 

 仕入高 4百万円 

 その他 2,003百万円 

営業取引以外の取引高 261百万円 

     
4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 
 (1) 発行済株式数に関する事項   
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 11,971,350 － － 11,971,350 
 

 (2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

金銭による配当 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 １株当たり配当額 

基準日 効力発生日 
(百万円) (円) 

2022年６月27日 
定時株主総会  
(書 面 決 議 )  

普通株式 利益剰余金 694 58.00 2022年３月31日 2022年６月28日 

 

 

 (3) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

金銭による配当 
 

決議(予定) 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 １株当たり配当額 

基準日 効力発生日 
(百万円) (円) 

2023年６月26日 
定時株主総会  
(書 面 決 議 )  

普通株式 利益剰余金 837 70.00 2023年３月31日 2023年６月27日 

 

 

5．オペレーティング・リース取引の注記 
(貸手側) 

未経過リース料 

1年以内     115百万円 

1年超     2,561百万円 

合計     2,677百万円 
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6．金融商品に関する注記 
（1）金融商品の状況に関する事項 

     当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金を銀行借入により調達しております。営業債

権の信用リスクについては、当社の審査法務部が与信管理規定に従い取引先それぞれの与信枠を設け管理するとと

もに、取引先の経営状況を定期的にモニタリングすることにより、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格のない株式等

以外のものについては定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況等を把握し、取引先との関係を勘案して、保有

状況を継続的に見直しております。 

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。商品輸

出に係る外貨建売上債権、棚卸資産（商品）の購入に係る外貨建営業債権の一部に対し、為替変動リスクを低減する

目的でデリバティブ取引（先物為替予約取引）を利用しております。なお、デリバティブ取引は、経理規定に基づき

執行・管理しております。 

流動性リスクについては、適時に資金計画を作成・更新する等により、手許流動性を維持し管理しております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

当社の保有する金融商品は、売掛金、受取手形、電子記録債権、買掛金、電子記録債務等の短期で決済されるもの

及びその他の金額的に重要性の低いものであることから、注記の記載を省略しております。 

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

当社の保有する金融商品は、売掛金、受取手形、電子記録債権、買掛金、電子記録債務等の短期で決済されるもの

及びその他の金額的に重要性の低いものであることから、注記の記載を省略しております。 

 

7. 賃貸等不動産に関する注記 
 (1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、東京都及びその他の地域において、賃貸商業施設、賃貸住宅（土地含む）等を所有しております。 

 (2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

(単位：百万円) 

貸借対照表計上額 決算日における時価 

2,659 7,819 

(注) 1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 
2.時価の算定方法 
  主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づく金額、ただし、第三者からの取得
時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じてい
ない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、重要性が乏しいその他の物件につ
いては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。 

 

8. 税効果会計に関する注記 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    
繰延税金資産       

 貸倒引当金     119 百万円 

 賞与引当金 290  

 退職給付引当金 1  

 役員退職慰労引当金 29  

 固定資産減損 156  

 土地評価損 211  

 未払事業税 49  

 その他 241  

  繰延税金資産小計 1,101 百万円 

  評価性引当額 △488  

  繰延税金資産合計 613 百万円 

繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 127 百万円 

 土地評価益 487  

 その他有価証券評価差額金 447  

 その他 0  

  繰延税金負債合計 1,063 百万円 

繰延税金負債の純額 450 百万円 
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9. 関連当事者との取引に関する注記 
  （1）親会社 

種類 
会社等
の名称 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の
内容 

議決権
等の所
有(被所
有)割合
(％) 

関連当事
者との関

係 

取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 

ジュー
テック
ホール
ディン
グス㈱ 

東京都

港区 
850 

会社株式

の保有及

び事業の

管理 

(被所有) 

直接 

100.0 

経営指

導及び

業務の

委託 

役員の

兼任 

資金の

貸付 

(注1) 

200 

１年内回

収予定長

期貸付金 

250 

資金の

回収 

(注1) 

230 長期貸付金 1,690 

利息の

受取 

(注1) 

7 未収入金 1 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)資金の貸付及び利息の受取については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

 

 

10．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

   収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 1.会計方針に関する事項 (6)重要な収益及び費用の計上基準」 

  に同一の内容を記載しております。 

  

 
11. １株当たり情報に関する注記 
 (1) １株当たり純資産額 1,330円98銭 

 (2) １株当たり当期純利益 233円85銭 

 

 

12．記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 
比率については、表示桁未満の端数がある場合はこれを四捨五入しております。 
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